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名古屋高裁平成２９年１１月３０日判決（判例時報２３７４号、７８頁） 

事案の概要 

 本件は被災者のＡ(女性)が高校卒業後の平成２１年４月から被控訴人会社（青果物の中卸

業）に正社員として入社し,当初は総務部で経理事務を担当し、平成２４年３月から営業事

務に担当に配置転換となったものの、同年６月２１日に自殺した。被控訴人 Y１は、経理事

務担当の先輩、被控訴人 Y2 は、営業事務担当の先輩である。被災者には精神科の受診歴は

ない 

所轄の労働基準監督署は経理事務から営業事務に配置転換したことにより時間外労働時

間が、月５０時間から６７時間に大幅に増加したこと、配置転換先の営業事務が慣れないな

い業務で多忙であったこと Y１及び Y2 からいじめをうけていたことを総合的に検討して業

務上と認定した。 

本件訴訟は、労災認定を受けた後に、会社と Y１及び Y2 を被告として提訴した損害賠償

請求訴訟の控訴審の判決である。１審の名古屋地裁はY1とY2の不法行為を認めたものの、

会社の安全配慮義務を認めなかった。高裁判決は、平成１２年３月２４日最高裁判決(電通

事件)に沿って使用者は業務の遂行に伴う疲労や心理的負荷が過度に蓄積して労働者の心身

の健康を損なうことのないよう注意する義務を負っているという考え方に基づき会社の責

任も認めた判決である。 


